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本研究では，地域に賦存する未利用熱源の活用方法を検討するためのフレームワークについて検討した．

特に火力発電所の排熱に着目し，周辺区域の土地利用計画・エネルギーシステム計画を含めた評価方法を

構築することに主眼がある．そのため，排熱を活用した地域エネルギーシステム導入時のコスト・CO2排

出量のポテンシャルマップを導出し，既存システムと比較することで，導入効果を街区群レベルで評価し

た．それらの結果を，土地利用情報や災害リスク情報等と重ね合わせることで，地域の将来象に関する代

替案を設計するプロセスを示し，導入効果を具体的に定量評価することで，提案フレームワークの利用性

について検証した． 
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1. はじめに 

 

 エネルギー制約や環境制約が顕在化する中，地域に賦

存する未利用エネルギーを無駄なく利用することが求め

られている

1)
．特に発電所等に賦存していることが指摘

されている熱エネルギーは，総量が多い一方，熱導管の

敷設が必要となったり，搬送ロスが発生するなど，利用

可能となる範囲が空間的な制約を受けることから，都市

計画的手法（熱エネルギーを多く需要する施設を近隣に

誘致する等）と連動した活用方法の検討が必要である． 

 また，東日本大震災以降，原子力発電所の稼働が制限

されていることから，火力発電への依存が急激に高まっ

ている．図-1に資源エネルギー庁により公表されている

原動力別の発電実績のデータを時系列で整理した結果を

示す．火力発電所の発電実績が2010年以降に急増してい

ることが確認できる．このことは，電気料金の値上げや

環境負荷の増加を引き起こしており，特にコスト抑制の

観点から，石炭火力発電所を増設する動きが活発になっ

ている．しかしながら，LNG火力発電所と比較して石炭

火力発電所の発電効率が低いことから，低炭素性能の向

上を実現する，さらなる工夫が求められている．火力発

電所の低炭素化を実現する方法の一つに，排熱エネルギ

ーの融通を通じた地域との連携が考えられる．図-2にそ

のイメージを示す． 
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図-1 原動力別の発電実績 
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図-2 火力発電所と地域の連携 
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 本研究では，石炭火力発電所の排熱を有効活用する方

法を周辺地域の土地利用計画を含めて検討するためのフ

レームワークを検討する．さらに，そのためのシミュレ

ーションモデルを構築し，実都市を対象としたケースス

タディからその有効性いついて検証する． 

 

 

2. 既往研究と本研究の位置付け 

 

(1) 都市計画における未利用エネルギー活用計画の位

置付け 

 これまでの都市計画立案プロセスにおいて，未利用エ

ネルギーや再生可能エネルギーの導入計画は主題として

取り扱われることは少なく，他の計画に比べて後段で議

論されることが多かった．つまり，例えば，快適性・利

便性や安全性もしくは歴史性といった観点からプランが

決定された後，その計画を所与としたエネルギー需給状

況に基づき，未利用エネルギー・再生可能エネルギーの

活用方法が検討されるというプロセスが都市計画立案の

主流であった． 

 

(2) 未利用エネルギー活用方法に関する既往研究 

 このような状況を反映して，既往研究

2)
 
3)
 
4)
 
5-7)
では，未

利用エネルギー・再生可能エネルギーを活用した地域エ

ネルギー供給方策の分析を実施しているが，現況の土地

利用（需要パターン）を基準とした活用策の検討に主眼

がある．例えば，下田ら

6)
では，清掃工場の排熱を地域

と連携させることによる低炭素効果が検討されており，

池上ら

7)
では，下水排熱の既存市街地での利用方法に関

する検討が行われている． 

 これらの研究では，未利用エネルギーを既存の需要に

充当することによる低炭素効果が検討されているが，エ

ネルギー有効活用の観点から都市をどのように再構築す

べきかという議論は行われていない． 

 しかしながら，長期的な観点からは，熱エネルギーの

賦存状況に応じて周辺地区を適合する用途に変更するこ

とが可能であり，特に火力発電所のように大規模な熱源

が賦存する地域においては，低炭素・低コスト等の観点

から，そのような可能性についても検討されるべきであ

る． 

 近年では，災害リスクや自然環境保全の観点と同様に，

再生可能エネルギーの利用可能性を住宅地開発における

適地選定に考慮することの重要性についての指摘

8)
や，

バイオマス賦存量を評価することで，発電所適地の選定

に関する検討

9)
が行われている．このような検討は，エ

ネルギー供給特性に合わせて，土地利用を計画すること

の重要性に関する指摘であるが，多様な土地利用パター

ンを考慮した検討は十分に行われていない．  

 

(3) 本研究のアプローチ 

 未利用エネルギーを有効活用するためには，小地区ご

との熱エネルギーの利用可能性を明らかにし，ポテンシ

ャルの高い地区ではエネルギー集約型産業を誘致するな

ど，特性に適合した土地の活用方法を検討する必要があ

る．しかしながら，都市空間の構造を規定する要因はエ

ネルギー以外にも多岐に渡るため，多面的な観点を考慮

する必要がある． 

 したがって，エネルギー計画と都市計画を基幹的レベ

ルにおいて連携させる必要がある．そのためには，地区

ごとのエネルギーポテンシャルを積極的に評価し，他の

計画（交通計画・施設計画等）との調整の下，用途を決

定していくプロセスが必要である．これより，本研究で

は図-3に示すようなアプローチを提案する． 

1. 未利用エネルギー源を活用した地域エネルギー供

給を実施した場合のCO2排出量およびコストを小地

区単位で解析し地図化することで，各土地のポテ

ンシャルを視覚的に明らかにする． 

2. ポテンシャルマップを現況の土地利用図等の関連

情報とオーバーレイすることにより，各地区ごと

の将来の利用方針に関するシナリオ設計を行う． 

3. 最後に，シナリオに基づき，低炭素効果およびコ

スト等を定量評価する．この結果をフィードバッ

クし検討を継続する． 
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図-3 未利用エネルギーの活用方法検討のフレームワーク 

 

(4) 本研究の構成 

 以降，第 3章で，火力発電所排熱を源とする未利用エ

ネルギー導出に関するポテンシャルマップの導出方法に

ついて説明する．第 4章では，実都市を対象にポテンシ

ャルマップを作成し，それに基づくシナリオ設計・シミ

ュレーションによる低炭素効果の試算を行うことで，ケ

ーススタディを通じた提案手法の有効性の検証を行う． 
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3. エネルギー供給ポテンシャル導出方法 

 

(1) コスト・環境負荷の評価インベントリ 

 地域熱源（火力発電所）を活用して，各需要地点（各

グリッド）における一単位のエネルギー需要を賄うため

に必要なコストと CO2排出量の推計方法について述べる． 

 火力発電所排熱を用いたエネルギー供給にかかるコス

ト・CO2排出量は発電所における蒸気抽出に伴う費用・

CO2排出量と，そのエネルギーを消費地まで搬送するこ

とに掛かる費用・CO2排出量である．表-1 に評価インベ

ントリの概要をまとめる．ただし，蒸気による熱エネル

ギー搬送は距離減衰を伴うため，需要地点において一単

位のエネルギーを供給するためには，供給端である発電

所において，一単位以上のエネルギーを抽出する必要が

ある点に注意が必要である． 

 

表-1 コスト・CO2評価のインベントリ 

  コスト 

Yen/MJ 

環境負荷 

kg-CO2/MJ 

供 給 端 （ 発 電

所） 

発電ロス 
○CPP ○EPP 

熱 導 管 

ネットワーク 

搬送動力 ○CPM ○EPM 

インフラ

建設 
○CIF － 

 

(2) 設定条件 

a) 基本条件  

 本研究では，200℃の蒸気を活用した地域熱供給シス

テムついて分析を実施する．以降では，発電所より距離 

l （m）の地点の任意の 500メートル四方のグリッド i を

対象に考察を行う．熱導管ネットワークは地理的な制約

を考慮して，対象地域において建設予定の LNG パイプ

ラインに沿って幹線が整備されるものとする（図-2 参

照）．さらに，熱供給事業を実施する各需要地はグリッ

ドごとに最も近い幹線上のポイントに支線を接続し熱の

供給を受けるものとする． 

b) 熱搬送に伴う損失の評価 

 熱の長距離搬送に伴う損失を評価する．既往研究

6)
に

基づき，微小区間 dx での管内水温 Tsについての熱バラ

ンスは式(1)により表されるとし，これを管長 l に渡って

積分することで，Qs（MJ/hour）を搬送する場合の熱損

失QLS（MJ/hour）を評価する式(2)を得ることが出来る． 

( )s out

dT
cG DK T T

dx
π= −  (1) 

( ) 21 60s

DK
l

cG

LS s s out
Q cG T T e

π 
− 
 

  
= − − × 

  

 (2) 

ここで，Tsは蒸気温度（200℃），Tout は配管周囲の温度

（20℃）， Gs は蒸気の流量（kg/s），c は蒸気の比熱

（MJ/kg/K），K は熱通過率（断熱材 0.040 W/m/K，厚さ

0.09 m）を表す．vは流速（m/s）を表し，管径 Dが一定

（= 0.6 m）になるように設計するものとする． 

2

1

60

s
s

steam

Q
G

Q
= ×  (3) 

( )2

2

sG
v

Dγπ
=  (4) 

ここで，Qsteamは単位蒸気量あたりの熱量（2.749 MJ/kg），

γは蒸気密度（0.372 kg/m
3
）を表す．一単位のエネルギ

ーQd を需要地点に到達させるために必要なエネルギー

量は Qd + QLS（=Qs）となり，熱源からの搬送距離 lが長

くなるほど，供給端のおいて必要となるエネルギー量が

増加する． 

c) 発電所における熱供給量の決定方法 

 需要端において必要な熱量 Qd を賄うために必要な熱

供給量 Qs は，式(2)が非線形であるため解析的に求める

ことが困難である．このため，以下のアルゴリズムによ

り推定する． 

 

Qs-QLS > Qd
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図-4 熱供給量決定のアルゴリズム 

 

(3) 火力発電所（エネルギー供給端）モデル 

 地域エネルギー供給事業実施に伴う，火力発電所での，

追加的に発生するコストと環境負荷を評価するために，

その挙動をモデル化する．石炭火力発電所のシステムフ

ローを図-5に示す．図に示すように，発電プロセスから

熱エネルギーを取り出すためには 3つの方法が考えられ

る．一つ目は，排熱として復水器を通じて海洋等に捨て

られている低温の廃熱の活用が考えられる．この廃熱は

熱量換算したエネルギー量としては膨大であるが，通常

35℃程度の低温であるため活用可能性や搬送距離が制限

される．二つ目はボイラーから発生し，煙突を通じて排

出されている排気ガスが考えられる．こちらも最高で

130℃程度の温度に留まり，さらに一部のエネルギーは

排煙処理工程に利活用されていることから活用可能性に

は制限があることが考えられる．三つ目はタービンから

蒸気を高温のまま取り出し，熱エネルギーとして活用す

ることが考えられる．この場合，仕事の余力を残したあ

る程度高温の熱をタービンから抜き出すため，発電量が
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減少する．高温の排熱を取り出すことによる発電量への

影響はエクセルギー率の観点から式(5)により近似的に

評価できるものと仮定した． 

( )
ln

1
s

s

s

s

TT
T

x T
T T

 ×  
 = −
−

 (5) 

ここで，T は蒸気ボイラーにより生成される蒸気の温度

を，Tsは取り出す蒸気の温度を表す． 

 通常 35℃（T0 = 35 + 273（K））程度で排熱されている

が，地域熱供給を実施する場合は既存の事業実例より

200℃の蒸気を抽出するものと設定する（Ts = 200 + 273

（K））．また，発電所は一定の電力供給の義務を負っ

ているものと考える．したがって，需要地点における，

一単位（Qd MJ）の熱エネルギーを発電プロセスから抽

出することによる発電低下量は式(6)のようになる． 

( ) ( )
( )

0

1

s

LS s

s

x T x T
E Q

x T

−
= ×

−
 (6) 

よって，供給端において次式のように発電損失分を補償

するために必要なコスト Cppとそれに伴い発生する環境

負荷Eppは以下の式により評価できる． 

pp coal LSC c E= ×  (7) 

pp coal LSE e E= ×  (8) 

ここで，ccoal は燃料である石炭火力発電所における発電

コスト（Yen/MJ），ecoalは CO2排出原単位（kg-CO2/MJ）

である．これらの値は，石炭の発熱量を 26.6（MJ/kg）

CO2 排出量を 2.41（ kg-CO2/kg），石炭価格を 10

（Yen/kg）として計算した． 
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図-5 火力発電所のシステムフロー 

 

(4) 熱導管ネットワークモデル 

 熱搬送にかかるに搬送動力および配管コストの計算方

法について述べる． 

a) 搬送動力に必要となるコスト・CO2の評価方法 

 蒸気搬送には必要なポンプのエネルギー消費量 PPM

（MJ/hour）は式(9)により評価する． 

2 21000 60s
PM

p

g G H
P

η
−× ×

= × ×  (9) 

ここで，g は重力加速度（m/s
2
），ηp はポンプ効率

（0.75），Gsは流量（kg/s），H は揚程（m）を表す．ま

た，ポンプの揚程は以下の式により評価する． 

( )1H k l R h= + × × +∆  (10) 

ここで，k は局部抵抗比（0.4），R は配管の単位長さあ

たりの摩擦損失（0.05 mAq/m），はΔh は熱供給地点と

需要地点の標高差（m）を表す． 

 以上より，熱導管ネットワークによる搬送に掛かる電

力は近接性より，前節で評価対象とした石炭火力発電所

より供給されるものと考え，費用と環境負荷は次式のよ

うに表せる． 

PM coal PMC c P= ×  (11) 

PM coal PME e P= ×  (12) 

b) 熱導管コストの評価方法 

 インフラ建設費は，ディスカウントレイト法に基づき

熱導管ストックの年間レンタル費用 rIF（Yen/year）を式

(13)のように推計する． 

1
1

1

IF pp

i
r c l

i

τ= ×
 − + 

 (13) 

ここで，lは導管の長さ cppは導管 1単位長さあたりの建

設コスト（519 千円/m），i は利子率（0.05），τは耐用

年数（17 年）を表す．なお，蒸気幹線部分については

併走する LNG パイプラインとの共同溝となると考えら

れるため，cppが半減すると設定した． 

 

 

4. ケーススタディ 

 

(1) 対象地域の概要 

 本研究で，ケーススタディエリアとして福島県・新地

町を取り上げる．その概要を図-6に示す．新地町は同県

の北部・宮城県との県境に位置する，人口約 8,000 人の

自治体である．2 機の 100 万 kW 級の発電機を持つ火力

発電所が町内南部に位置する工業団地に立地している．

さらに，LNG 基地の建設が計画されており，エネルギ

ー拠点としてのポテンシャルを有している． 

 また，東日本大震災による被災地域であり，同町の死

者数は 116人，全壊住宅棟数は 548であった．津波によ

る浸水面積は 11km
2
であり，地域全体の 24％の土地が浸
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水したことになる．なお，これらの被害は図-1に示す沿

岸部の津波浸水区域で集中的に発生している．復興にお

いては，住宅移転の具体的な規模・位置や土地利用を含

む計画の検討も進み，復旧段階から復興・再生段階に入

りつつある．また，津波で被災を受けた土地の多くが農

家であり，従来の耕作は難しいこととも関連し，復興計

画の中では植物工場進出が具体的に検討されている．そ

の一方で，津波被災地域の跡地利用が検討課題として残

されている． 

 

凡例凡例凡例凡例

XY XY XY XY XY XY XY XY XY XY

国道

LNGパイプライン

津波浸水区域

新地火力発電所

ＬＮＧ基地

中心部（町役場）

 

図-6 福島県・新地町の概要 

 

(2) ポテンシャルマップの推計結果 

 第 3章の方法に基づき，火力発電所からの単位エネル

ギー量あたりの供給コストおよび CO2排出量の空間分布

を推計した結果をそれぞれ図-7・図-8 に示す．ここでは，

標準値として 500（MJ/hour）の熱エネルギーを搬送する

場合について示す．（その上で，1MJ あたりの原単位と

して整備した結果を示している．）コストポテンシャル

に関しては，インフラ建設コストが発電ロス・搬送動力

に起因する部分と比較して，大きく寄与するため距離に

対して増加していく傾向がある．一方，CO2排出ポテン

シャルに関しては，発電ロスに起因する部分が大きいた

め，コストと比較して，距離に依存せず一定の値を維持

する傾向を示す．その結果，コストポテンシャル分布か

らは，重油・灯油・ガス等の代替的なエネルギー源より

も低い価格で供給できる範囲が特定できる．一方，CO2

排出ポテンシャル分布については一様に 0.04（kg-

CO2/MJ）程度と推計されており，重油・灯油・ガス等

の代替エネルギー源の CO2排出原単位が 0.06～0.07（kg-

CO2/MJ）程度であることから，概ね火力発電所より

10km 圏内に収まる本研究のケーススタディエリア内に

おいては全域で地域エネルギー供給システム導入時に

CO2排出削減効果が期待できることになる． 

 

灯油・LPガス平均より

安価に供給できる範囲

産業用A重油より

安価に供給できる範囲

0 2.5 51.25 km

凡例凡例凡例凡例

コストコストコストコスト

[[[[円円円円/ / / / MJ]MJ]MJ]MJ]

0.46 - 1.72

1.73 - 2.73

2.74 - 3.58

3.59 - 4.35

4.36 - 5.07

5.08 - 5.73

5.74 - 6.35

6.36 - 7.05

7.06 - 7.96

7.97 - 9.22

!( 相馬共同火力発電所

浸水区域_広域  

図-7    コストポテンシャルの推計結果（Yen/MJ） 
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0.043

0.044 - 0.045

0.046

0.047

0.048 - 0.049

0.050 - 0.051

!( 相馬共同火力発電所
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図-8 CO2排出ポテンシャルの推計結果（kg-CO2/MJ） 

 

 

図-9 土地利用図とのオーバーレイの結果 

 

(3) 分析シナリオのデザイン 

 ポテンシャルマップと地域空間情報に基づき，地域の

将来計画についての代替案を設計する．以降では，地域

エネルギー事業の成立可能性を考慮して，既存システム

（重油等による熱エネルギー供給）と比べて低コストと

なる区域に限って検討対象とする． 

 図-7・図-8 では，エネルギー供給コストおよび CO2排

出量ポテンシャルと同時に東日本大震災における津波浸

水区域とのオーバーレイの結果を示している．この結果

より，産業部門で利用されている産業用 A 重油よりも

安価に熱エネルギー供給できる区域の多くが，津波浸水

地区であることが分かる．一方，住宅・オフィス等で利
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用されている灯油・LP ガス平均より安価に熱エネルギ

ー供給できる区域には，ある程度の非津波浸水区域が含

まれている． 

 土地利用図とのオーバーレイの結果を図-9に示す．熱

エネルギーを低コストで供給可能な区域の多くが農地と

して利用されていることが分かる．現況で町の主要な機

能が集積しており，復興住宅の建設が予定されている町

役場の周辺地区においても，地域熱供給システムの導入

により低コスト・低炭素となることがわかる．以上より，

表-2に示すシナリオを設定する． 

� ケース１：植物工場がエネルギーポテンシャルが

高く，災害危険性の低い区域に進出するケース． 

� ケース 2：ケース１の状況より進んで、植物工場が

浸水区域まで進出するケース． 

� ケース 3：地域熱エネルギーシステムの供給範囲が

住宅地まで拡大するケース． 

� ケース 4：植物工場の代わりに、工場の進出を想定

するケース．業種は当該地域の特色を考慮して化

学工業とした． 

 

(4) シミュレーション結果 

 分析シナリオに基づき，CO2排出削減量を評価した結

果を図-10に示す．産業進出（化学工業）を想定するケ

ース4が最も大きな削減効果示した．これは、化学工業

のエネルギー消費原単位が植物工場や住宅と比較して大

きいためである．  

 図-11にエネルギーコストの削減効果を示す．CO2排出

削減量と比較すると，熱供給システムを住宅地まで拡大

するケース3のコスト削減効果が大きい．これは，エネ

ルギー需要削減量の総量自体はケース4の最も大きいと

考えられるが，民生部門の既存システムにおけるエネル

ギーコスト原単位が，産業部門と比較して大きいため，

地域エネルギーシステムを導入することによるコスト削

減効果が大きくなるためである． 

 以上より，実現性の比較的高い植物工場の展開シナリ

オにおいても，一定の低炭素効果・費用削減効果がある

ことが分かった． 
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図-10 CO2排出量の削減効果 
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図-11 エネルギーコストの削減効果 

 

 

5. まとめ 

 

 本研究では，地域に賦存する未利用熱源の活用方法を

検討するためのフレームワークについて検討した．特に

火力発電所の排熱に着目し，周辺区域の土地利用計画・

エネルギーシステム計画を含めた評価方法を構築するこ

とに主眼がある． 

 まず，地域エネルギーシステム導入時のコスト・CO2

排出量のポテンシャルマップを導出し，既存システムと

比較することで，導入効果を街区群レベルで評価した．

その結果，ケーススタディエリア内においては全域で地

域エネルギー供給システム導入時にCO2排出削減効果が

期待できる一方，コストに関しては，削減効果が得られ

る区域は限定的であることが分かった． 

 さらに，それらの結果を，土地利用情報や災害リスク

情報等と重ね合わせることで，地域の将来象を計画する

表-2 分析シナリオの設計例 

地域区分 
BAU ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 

コスト基準 安全性基準 

重油1/2以下 

（～1km）  

浸水区域 産業 産業 産業 産業 産業 

非浸水区域 産業 産業 産業 産業 産業 

重油1/1以下 

（～2km） 

浸水区域 - - 植物工場 - - 

非浸水区域 農地 植物工場 植物工場 植物工場 産業 

灯油・LP ガス 1/2

以下（～3.5km） 

浸水区域 - - - - - 

非浸水区域 住宅・農地 住宅 住宅 住宅 住宅 

灯油・LP ガス 1/1

以下（～5km） 

浸水区域 - - - - - 

非浸水区域 農地 住宅 住宅 住宅 住宅 

 ※注1) 網掛は地域熱供給の対象外．注2) 括弧内の距離帯は概算値．注3)"-"は公園等の人が常駐しない利用方法 
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プロセスを示し，低炭素効果等を定量評価することで，

提案フレームワークの利用性について検証した．  
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